
瑞穂町行政評価委員会 第５回補助金等審査分科会 次第 

 

日 時 平成２４年２月２日（木）午前９時 

場 所 瑞穂町民会館第１会議室 

 

１ 開会 

 

２ 議題 

議題１ 補助金等審査 

（報告事項） 

２３報告―３ 瑞穂町農業振興等事業費補助金交付要綱の一部改正及び実施細目の制定 

２３報告―４ 瑞穂町立学校の行事等保護者負担軽減補助金交付要綱（一部改正） 

２３報告―５ 瑞穂町地域福祉推進事業補助（平成２４年度予算措置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 



 

瑞穂町行政評価委員会第５回補助金等審査分科会 

報告事項一覧 

 

 

 

１ 報告事項（３件） 

番号 担当課 補助金等名称 資料 

２３報告-３ 
都市整備部 

産業課 

瑞穂町農業振興等事業費補助金交付要綱の一部改

正及び実施細目の制定 
２ 

２３報告-４ 
教育部 

指導課 

瑞穂町立学校の行事等保護者負担軽減補助金交付

要綱（一部改正） 
３ 

２３報告-５ 
福祉部 

福祉課 

瑞穂町地域福祉推進事業補助（平成２４年度予算

措置） 
４ 

 

資料 １ 



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補 助 金 等 名 称        瑞穂町農業振興等事業費補助金交付要綱の一部改正及び実施細目

の制定 

担 当 部 署 都市整備部産業課農政係 

担 当 者 名        石塚 幸雄 

補助対象 

 瑞穂町農業振興等事業費補助金交付要綱に準ずる農業経営者及び農業者団体等 

規 程 等   

瑞穂町農業振興等事業費補助金交付要綱 

瑞穂町農業振興等事業費補助金交付要綱実施細目 

 

事業概要 

〔都市農業経営パワーアップ事業〕 

農業者の経営を向上させるための施設や生産基盤の整備への支援である。町長が

特に必要と認めた場合、新たに設けた実施細目の対象者に対し、補助率を現在の

6/10 から 7/10 へ引き上げるものである。 

補助対象としては、先駆的な事業を実施し、町の農業発展に貢献する認定農業者

又はそれを目指している農業者となる。 

 

補助の必要性 

農業就業人口の高齢化や減少が進む中、農業に対して本気に取り組んでいる有望な担

い手農業者の自己負担を抑えつつ、若手の育成と生産基盤の整備を同時に早期実現させ

るためである。 

 

補助金額 

 平成 24 年度は 1 事業実施予定。事業費 1,500 万円。 

 

1,500 万円の補助割合 

 

 

 

 

 

東京都補助 

5/10 

（750 万円） 

町補助 

2/10 

（300 万円） 

農業者負担 

3/10 

（450 万円） 

7/10（1,050 万円） 
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補助割合 

事業費 500 万円ごと、7/10 以内の補助。 

 

例：事業費 600 万円の場合（500 万円の補助割合） 

 

 

 

 

 

例：事業費 1100 万円の場合（1000 万円の補助割合） 

 

 

 

 

 

 

東京都補助 

5/10 

（250 万円） 

町補助 

2/10 

（100 万円） 

農業者負担 

3/10 

（150 万円） 

東京都補助 

5/10 

（500 万円） 

町補助 

2/10 

（200 万円） 

農業者負担 

3/10 

（300 万円） 

実施期間 

 平成２４年度 

その他 

 
 

 



 

 
瑞 穂 町 農 業 振 興 等 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱  

 

平成１２年１月３１日 
告 示 第  １ １ ７  号 

 

（ 目 的 ）  
第 １ 条  こ の 要 綱 は 、 瑞 穂 町 に お け る 都 市 農 業 の 振 興 ・ 育

成 及 び 都 市 環 境 の 保 全 を 図 る た め 農 業 経 営 環 境 の 整 備 、

農 業 従 事 者 の 確 保 ・ 育 成 及 び 農 畜 産 物 の 安 定 確 保 に 効 果

の あ る 事 業 を 行 う 農 業 経 営 者 及 び 農 業 者 団 体 等 に 対 し 補

助 金 を 交 付 し 、 町 民 の 憩 い の 場 と な る 優 良 な 農 地 の 確 保 、

農 業 経 営 者 の 経 営 安 定 に 寄 与 す る こ と を 目 的 と す る 。  
（ 補 助 事 業 対 象 ）  

第 ２ 条  こ の 要 綱 で 補 助 の 対 象 と す る 事 業 は 、 前 条 の 目 的

を 達 成 し よ う と す る 事 業 で あ り 、 そ の 種 類 ・ 補 助 対 象

者 ・ 補 助 率 及 び 補 助 限 度 額 等 は 、 別 表 第 1 及 び 別 表 第 ２

に 定 め る と お り と す る 。 た だ し 、 町 長 が 特 に 必 要 と 認 め

る 時 は 、 こ の 限 り で な い 。  
（ 補 助 金 額 ）  

第 ３ 条  補 助 金 の 額 は 、 予 算 の 定 め る 範 囲 内 と す る 。  
（ そ の 他 ）  
第 ４ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 交 付 に つ い て 必 要

な 事 項 は 瑞 穂 町 補 助 金 等 交 付 規 則 （ 平 成 １ ８ 年 規 則 第 １

１ 号 ） に 定 め る と こ ろ に よ る 。  
 

附  則  
こ の 要 綱 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 し 、 平 成 １ ３ 年 ６ 月 １ 日

か ら 適 用 す る 。  
  附  則  
こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ７ 年 ７ 月 ２ ９ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則 （ 平 成 ２ ０ 年 ６ 月 ３ ０ 日 告 示 第 １ ６ ２ 号 ）  
こ の 告 示 は 、 告 示 の 日 か ら 施 行 す る 。
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別表第１(第２条関係) 
補助対象事業とその内容等 
№ 補助金、補助対象事

業 
補助対象者 補助目的 補助対象経費 補助率 補助限度額 

１ 農畜産物直売所運営

費補助金 
直売所運営委員

会 
新鮮で安全な農畜産物を地域住

民に供給し、 
地域農業の拠点とする。 

運営費の一部  3,000 千円 

２ 農業後継者育成 瑞穂の農業を守

る会 
農業後継者に農業経営及び農業

技術等営農全般について、技

術、知識の普及を行い、近代的

な農業経営者の育成を図る。 

①事業費 
②会議費 

 150 千円 

３ 農畜産物共進会補助

金 
瑞穂町農業展運

営委員会 
地域農業の振興と発展並びに地

域住民との交流を図るため、農

業展を開催し、その中で実施す

る農畜産物共進会の運営を補助

する。 

農業展・農畜産

物共進会の共通

経費 

 200 千円 

４ 乳牛結核病等検査補

助金 
酪農組合 乳牛の結核病・ブルセラ病の発

生を未然に防止することにより

酪農経営の安定に寄与する。 

検査料 検 査 料

1/2 
 

５ 畜産生産環境保全事

業 
農業経営者等 家畜排せつ物の適正な管理と堆

肥への利用促進を図るための施

設整備を行う畜産経営体等に対

し助成し、もって地域環境の保

全と畜産経営の安定を図ると共

に、優良堆肥の耕種農家への供

給等により持続型農業の普及、

推進に資するものとする。（東

京都補助事業） 

東京都畜産振興

総合対策事業実

施要綱（昭和６

２年６１労経農

蓄第８１６号）

による。 

6/10 以内 東京都畜産振

興総合対策事

業費補助金交

付要綱（昭和

６２年６１労

経農蓄第８１

６ 号 ） に よ

る。 



 

 
６ 都市農業経営パワー

アップ事業 

 

 

担い手農業者 

 

 

高い経営意欲を持った農業者に

対し、農業施設の整備への支援

や、経営コンサルタントなどの

専門家による助言を行い経営目

標の実現を促進していく(東京都

補助事業)。 

 

都市農業経営パ

ワーアップ事業

実施要綱（平成

２２年２１産労

農振第１８７３

号）による。 

事 業 費

5,000 千

円 ご と

6/10 以内

都市農業経営

パワーアップ

事業費補助金

交付要綱（平

成２２年２１

産労農振第１

８７３号）に

よる。 

 
 



別表第２（第２条関係） 
畜産生産環境保全事業（都市畜産環境整備事業）対象施設等 
 対象施設 施設機械名 用途等 
１ 家畜ふん尿貯蔵浄化用施設機械 バーンクリーナー 

コンベアー 
自動除ふん機 
ふん尿固液分離機 

集ふん機械 
 
ふん尿分離機 

２ 家畜ふん尿貯蔵浄化用施設機械 スラリーストア 
攪拌ばっ気装置 
浄化槽 
畜舎一体型汚水処理システム

ふん尿混合液の発酵施設 
ふん尿混合液の発酵施設 

３ 家畜ふん尿乾燥発酵用施設機械 ハウス乾燥施設 
発酵処理施設機械 
堆肥舎 
カッター 
エネルギー利用システム 

ふん乾燥用 
ふん簡易発酵処理施設 
 
副資材製造調整 

４ 環境衛生用施設機械 消毒用スプリンクラー 
動力噴霧器 
防虫網 

害虫等の駆除 

５ 悪臭防止用施設機械等 換気装置・換気扇 
脱臭装置 
しゃへい樹 
環境美化・ふれあい施設 

畜舎の換気・脱臭等 
 
汚物感の防除 

６ その他の畜産環境処理施設等 町長が必要と認めたもの  
 
 



瑞 穂 町 農 業 振 興 等 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 実 施 細 目  
 

平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日  
 

（ 総 則 ）  
第 １ 条  瑞 穂 町 農 業 振 興 等 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 （ 平 成 １

２ 年 告 示 第 １ １ ７ 号 。 以 下 「 要 綱 と い う 。 」 ） 第 ２ 条 た

だ し 書 き に 規 定 す る 内 容 は こ の 細 目 に よ る も の と す る 。  
（ 特 例 措 置 ）  

第 ２ 条  要 綱 第 ２ 条 た だ し 書 き に 規 定 す る 特 例 措 置 は 、 別

表 の と お り と す る 。  
 
附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日 か ら 施 行 す る 。  
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別表(第２条関係) 
特例措置の内容等 
補助金、補助対象事業 補助対象者 補助目的 補助対象経費 補助率 補助限度額 
都市農業経営パワーア

ップ事業 

 

 

先駆的な事業を

実施し、及び町

の農業の発展に

大いに貢献する

認定農業者又は

それを目指して

いる農業者 

 

高い経営意欲を持った農業者に

対し、農業施設の整備への支

援、経営コンサルタント等の専

門家による助言を行い、経営目

標の実現を促進していく(東京都

補助事業)。 

 

都市農業経営パ

ワーアップ事業

実施要綱（平成

22 年 21 産労農

振第 1873 号）

による。 

 

事 業 費

5,000 千

円ごと 

7/10 以内

都市農業経営

パワーアップ

事業費補助金

交付要綱（平

成 22 年 21 産

労農振第 1873

号）による。 

 

 

  



 

 

様式 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補 助 金 等 名 称        瑞穂町立学校の行事等保護者負担軽減補助金交付要綱（一部改正）

担 当 部 署 教育部指導課指導係 

担 当 者 名        片野 宏 

補助対象    

瑞穂町立学校に在籍する児童又は生徒の保護者 

規 約 等   

瑞穂町立学校の行事等保護者負担軽減補助金交付要綱 

改正概要 

【補助金額の増額】 

・小学校の臨海（林間）学校の補助金額を 1 人当たり 1,000 円から 2,500 円に増額 

【補助金額の算定方法の変更】 

・小学校の遠足・社会科見学の補助算定単位を、クラス単位と児童数単位の合算から

児童数単位のみで算定する方式に変更 

  1 クラス 30,000 円 

児童 1 人当たり 1,000 円  ⇒ 児童 1 人当たり 2,000 円 

【費用負担方法の変更】 

・現在、町が公費で契約・手配しているバス・トラックの借上げを、補助金として交

付し、学校側が直接手配できるようにする。 

 ※中学校の合唱コンクール及び音楽会 

【交付根拠の明確化】 

・社会科見学等 ⇒ 遠足・社会科見学等 （現在，遠足も等で読み替えて交付） 

・臨海学校 ⇒ 臨海（林間）学校    （現在，林間学校も読み替えて交付） 

改正の必要性 

遠足・社会科見学等…1 クラス単位で補助金を交付していたが、クラスにより人数が異

なるため 1 クラス単位の補助金を廃止し、児童 1 人当たりを対象

とした補助金に変更したい。 

臨海（林間）学校……臨海（林間）学校の交通手段を確実に確保するために、電車から

バスに平成２３年度から変更した。バスに変更したことより、保

護者負担が増額となった。保護者負担の軽減を図るため、児童 1

人当たりの補助金を増額したい。 

 その他…………………行事の円滑化及び交付根拠の明確化を図るため。 

改正する補助金額 

 遠足・社会科見学等…1 クラス 30,000 円、児童１人当たり 1,000 円 

→児童 1 人当たり 2,000 円 

 臨海（林間）学校……児童 1 人当たり 1,000 円→児童 1 人当たり 2,500 円 

補助割合 

実施期間 

 平成 24 年度より 

その他 
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瑞穂町立学校の行事等保護者負担軽減補助金交付要綱一部改正（案） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、瑞穂町立学校（以下「学校」という。）に在籍す

る児童又は生徒の保護者に対し、町が学校行事等に要する経費の全部

又は一部を補助することにより、保護者負担の軽減を図るとともに学

校教育の充実に資することを目的とする。 

（補助対象行事及び対象者） 

第２条 補助の対象となる行事及び対象となる保護者は、次の各号とす

る。 

(1) 音楽会及び合唱コンクールに出席する児童又は生徒の保護者 

(2) 音楽鑑賞会に出席する児童又は生徒の保護者 

(3) 演劇鑑賞教室に出席する児童又は生徒の保護者 

(4) 校外学習に参加する児童又は生徒の保護者 

(5) 心臓検診の結果、精密検診を受診しなければならない児童又 

は生徒の保護者    

(6) 小・中学校長の許可を受うけ町外の音楽会に参加する児童・生

徒の保護者 

(7) 中学校の課外クラブ部活動の一環として、各種大会に参加する

生徒の保護者 

（補助額） 

第３条 補助金（以下「補助金」という。）の額は、別表のとおりとす

る。ただし、町予算の範囲とする。 

（学校長への権限委任） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金申請、請求及び受

領等について、補助金交付申請事務代理人選任届（様式第１号）によ

りその権限を学校長に委任しなければならない。 

（申請） 

第５条 前条の規定による委任を受け学校長は、補助金交付申請書（様

式第２号）により町長に補助金の交付を申請しなければならない。 

（補助金の決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請を受けたときは、内容を審査の

上補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（様式第３号）によ

り学校長に通知するものとする。 

（補助金の請求） 
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第７条 前条の通知を受けた学校長は、補助金請求書（様式第４号）を

町長に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

（補助金実績報告） 

第８条 学校長は、補助事業が終了したときは、補助金実績報告書（様

式第５号）を町長に提出するとともに、速やかに精算しなければなら

ない。 

２ 学校長は、第２条各号に定める者に対し、速やかに補助金の使途を

報告しなければならない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

 （瑞穂町公立小中学校児童生徒保護者補助金（校外学習）交付要綱の

廃止） 

２ 瑞穂町公立小中学校児童生徒保護者補助金（校外学習）交付要綱（平

成２年４月１日施行）は、廃止する。 
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別表（第３条関係） 

区  分 補 助 額 

第２条第１号による保護者 実   費 

第２条第２号による保護者 実   費 

第２条第３号による保護者 実   費 

小 学 校 

遠足・社会科見学等 

１クラス   ３０，０００円 

児童１人当たり １，０００円 

２，０００円 

臨海（林間）学校 

児童１人当たり １，０００円 

２，５００円 

移動教室 

児童１人当たり ３，０００円 
第２条第４号による保護者 

中 学 校 

社会科見学等 

生徒 1人当たり ２，０００円 

スキー教室 

生徒１人当たり ４，５００円 

修学旅行 

生徒１人当たり１０，０００円 

第２条第５号による保護者  交通費の実費 

第２条第６号による保護者 

児童・生徒対外旅費として 

西多摩連合合同音楽会 実 費 

多摩っ子コンサート  実 費 

第２条第７号による保護者 

生徒派遣旅費として 

クラブ大会参加旅費 実 費 

競技参加費として 

クラブ大会参加費  実 費 

 

 

 



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補 助 金 等 名 称         瑞穂町地域福祉推進事業（平成２４年度予算措置） 

担 当 部 署 福祉部 福祉課 福祉係 

担 当 者 名         石 川 久 江 

補助対象 

 移送サービス、その他地域福祉を推進する事業で町長が必要と認めた福祉サービス

を実施するため、町からの依頼を受け、多摩地域有償運送協議会および国の許可を受

けた、瑞穂町の地域福祉に貢献する非営利の民間団体 

 

規 程 等 

 東京都地域福祉推進事業補助要綱 

 瑞穂町地域福祉推進事業補助要綱 

事業概要 

 在宅の障がい者（児）及び高齢者の通院・通所・レジャー等移動する際、低廉な価

格で移送を行う。 

  

 

補助の必要性 

 福祉運送は、利用者を自宅に迎えに行き、病院等目的地まで車で送迎して、その前後の

乗降介助を行うサービスです。一般的に１回あたりのサービス提供に 1～2時間の時間を要

し、これを 1 日数回繰り返す程度の事業活動ですので、一般のタクシー事業と比べ、車 1

台あたりのサービス提供の効率が非常に悪いため、営利事業としては成り立たない。利用

者にとっては、通常のタクシー料金は高額なものとの認識があるため、日常的に利用でき

ない。障がい者及び高齢者が地域で自立した生活を送ることができるよう、必要なサ

ービスを適切に提供する必要があるが、公共輸送だけではすべての移動ニーズに対応で

きない現状であるため、移送サービス事業を非営利の民間団体に委ねたい。 

  

補助金額 

  840 円×3 時間×248 日＝624,960 円 

 

補助割合 

  東京都補助金 1/2 

    624,000 円×1/2＝312,000 円 

実施期間 

  平成 24 年度から 

 

その他 

 

資料 ４－１ 



瑞穂町地域福祉推進事業補助金交付要綱  
 

平成１９年３月２３日 
告 示 第 ６ ０ 号 

 
 瑞穂町地域福祉推進事業補助金交付要綱（平成１５年告示第１３

３号の全部を改正する。  
 
 （目的）  
第１条 この要綱は、町の区域内の社会資源を有効に活用した地域

住民のニーズに応える福祉サービス等の事業に対して、その経費

の一部を補助することにより、地域福祉の推進を図ることを目的

とする。  
 （補助対象）  
第２条 この補助金は、民間の非営利団体が町民に対して次に掲げ

る事業を行うに当たって必要な安全を確保するために要する経費

の一部を予算の範囲内で補助するものとする。ただし、既存の公

的制度が適用されるもの又は他の制度の補助対象となっているも

のは除く。  
（１）移送サービス  
（２）その他地域福祉を推進する事業で町長が必要と認めるもの  
２ 前項の事業は、町からの依頼により国等の許可等を得て行う事

業とする。  
 （補助対象経費及び補助基準額）  
第３条 この補助金の補助対象経費及び補助基準額は、別表のとお

りとする。  
 （補助金の申請等）  
第４条 この要綱に基づく補助金の交付手続については、瑞穂町補

助金等交付規則（平成１８年規則第１１号）に定めるところによ

る。  
  
   附 則  

この告示は、平成１９年４月１日から施行する。  

資料４－２  



別表（第３条関係）  
区   分  補助基準額  補助対象経費  

１ 移送サービス  
２ その他地域福

祉を推進する事

業で町長が必要

と認めるもの  

 左欄に掲げる事業

１事業について当該

事業を行う団体の補

助金の交付決定を受

けた年度の稼働日数

に８４０円を乗じ、さ

らにその額に次に掲

げる基準時間を乗じ

て得た額と６２４，９

６０円を比較して少

ない方の額  
（１）当該事業の利用

会 員 数 が ５ ０ 人

未 満 の と き  ２

時間  
（２）当該事業の利用

会 員 数 が ５ ０ 人

以 上 １ ０ ０ 人 未

満 の と き  ３ 時

間  

事業を行うに当

たって必要な安全

を確保するために

要する給料、職員

手当、共済費、賃

金、需用費（消耗

品 費 、 印 刷 製 本

費）、研修費  
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